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1．問題の限定
　すでに周知のように，欧州連合（EU）（1993年11月にマーストリヒト条約の発効により成立）に
おける会計調和化戦略は，最初，1970年に入って，欧州共同体（EC）域内における単一の共同市
場の創設のために，ローマ条約（EEC条約）第54条第3項g号の規定に基づいて，その基礎的条件
の一つである加盟国会社法の保護規定を同等化することを目的として，「会社法調和化計画」の
一環として展開された。
　この調和化戦略では，目的実現のための具体的措置として法的効力をもつ「（会社法）会計指
令」（accoutnting　directives）が用いられたが，その中心をなしたのが個別財務諸表に関する第
4号指令（1978年）と連結財務諸表に関する第7号指令（1983年）であった。この二種の会計指令
は，特にECのレベルで出資者（株主）および債権者を保護するために，域内で流通する会計情報
（個別財務諸表および連結財務諸表）について最低限必要な比較可能性と同質性を確保すること
を目的として，加盟国間で異なる会計規定を同等化することを意図したものである。
　このような会計指令によるEC域内レベルでの会計調和化の企ては，その基底に各加盟国にお
ける既存の異なる会計実務の源流をなす，「大陸型会計」と「英米型会計」という二つの異質的
な会計システムの接合ないし融合という問題を含むだけに難航したが，その各加盟国の国内法
（旧加盟国12力国）への変換が1992年をもってようやく終了し，ここに選択権（特に加盟国選択権）
の多様な行使に伴う負の問題を抱えながらも，ともかくも緩やかな調和化が実現することにな
った。これをもって，EU（EC）会計の国際的調和化の第一段階がひとまず終了したのである。
　もっとも，ここでの会計調和化は，EC域内での調和化にとどまり，　EU（EC）それ自体の見地
からみると，必ずしもその枠を越えたという意味での調和化一文字どおり世界的規模での調
和化を指すわけではないが，各加盟国のサイドからみると，この試みは国境を越えた調和化を
意味するのであり，その意味で，やはりEU会計の国際的調和化の第一段階を画するものである
とみることができる。
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　EUでは，それと同じ1990年代のはじめから，域内の企業活動のグローバリゼーションの進行
に伴い，第二段階の国際的調和化，つまりEUの枠を越えた世界的規模での会計の調和化が進め
られている。この意味での調和化は，特に資本市場のグローバル化の進展と証券監督者国際機
構（10SCO）の支援を受けた国際会計基準（IAS）の新しい展開の中で，連結財務諸表のレベルで
EC会計指令を国際標準，特にIASに適合させることを指向したものである。その背景には，特
に1993年頃から，EUの国際企業のなかで，ニューヨーク証券取引所（NYSE）を中心とした国際
資本市場から資本調達を企てる動きがしだいに活発になるにつれて，主要な情報開示手段であ
る連結財務諸表にっいて国際標準（US－GAAPまたはIAS）と（EC会計指令に適合した）国内基準
とに準拠した二組の情報の作成・公表に伴う超過費用負担と投資家の側での投資判断の混乱な
どの問題が生じたために，これらの問題を解消するという社会的要請が見出されるのである。
　この第二段階の会計調和化戦略は現在まだ進行中であるが，EC委員会によってこれまでにま
とめられた成果としてすでに下記の文書が公表されている。これらの文書では，国際的調和化
への道筋が明らかにされ，またそれに向けてのタイムリーな対応策が提案されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊1　（1）　1995年11月「会計調和化：国際的調和化の新戦略」
　　　　これは，EUの新しい調和化戦略として，　EUレベルでの新しい立法や現行法の修正は
　　　できるだけ避けるという制約のもとで，国際資本市場で受け入れられる一組の会計基準
　　　を早急に確立するために，IASを支持し，かつ優先課題として，第4号指令（52条）に基づ
　　　いて設置された「会計指令折衝委員会」（The　Contact　Committee　of　Accounting
　　　Directives）で，特に連結財務諸表を中心に，既存のIASと会計指令の一致について検討
　　　する旨を提案したものである。
　（2）　2000年2月「一定の会社形態の財務諸表および連結財務諸表の評価規則に関するEC第4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊2　　　号指令および第7号指令の修正のための提案」
　　　　これは，EUの国際企業が国際資本市場の財務報告に関する要請に従い，　EU域外の競
　　　争企業と同等の条件で競争できるように，事業の発展やIASの発展に応じて会計指令を現
　　　代化することを目的として，特に一定の金融資産および負債について公正価値（fair　value）
　　　により評価することを許容または要求するために，第4号指令および第7号指令の現行
　　　の評価規定を変更する旨を提案したものである。
＊1　Commission　of　the　European　Communities；Communication　from　the　Commission，　Account・
ing　Harmonisation：ANew　Strategy　vis－a－vis　International　Hamonisation．14．11．1995．　Com
　（95）　508fina1．
＊2　Commission　of　the　European　Communities；Proposal　for　a　Directive　of　the　European　Parlia・
ment　and　of　the　Council　amending　Directives　78／660／EEC　and　83／349／EEC　as　regards　the　valua－
tion　rules　for　the　annual　and　consolidated　accounts　of　certain　types　of　companies．24．02．2000．
COM（2000）80　final．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊3　（3）　2000年6月「EUの財務報告戦略：今後の道筋」
　　　　これは，上記の文書をうけて，今日のグローバル化した経済環境に適合しうるように
　　　会計指令を現代化することを目的として，2000年末までに，EU域内のすべての上場会社
　　　に対し，一組の単一の会計基準（IAS）に従って連結財務諸表を作成する公式の提案を公
　　　表することを明らかにしたものである。この要求は遅くとも2005年までには発効するで
　　　あろう。ここでは，加盟国は，この措置をさらに非上場会社および個別財務諸表にも拡
　　　大することも許容される。
　以下，本稿では，上述のようなEU会計の国際的調和化の展開状況を視野に入れたうえで，特
に第一段階の調和化に焦点をあてて，その中心をなす二つの会計指令一第4号指令および第
7号指令一を考察の対象として取り上げる。そして，これらの会計指令の主要な内容を特に
その基礎にある「大陸型会計」と「英米型会計」の接合という視点から分析・検討して，その
特質と問題点を明らかにし，あわせて，第二段階の調和化に向けてのその意義と限界に論及し
たい。
II．　EC域内における会計の調和化
　1．規制手段としての会社法指令
　まず最初に，EUにおける会計調和化の第1段階に位置づけられるEC域内の会計調和化戦略を
取り上げ，その趣旨，枠組み，および主要な特質について検討する。
　　　　　　　　　　　　　　＊4　すでに別稿でも指摘したように，ECにおける会計調和化戦略は，「会社法調和化計画」（the
company　law　harmonisation　programme）の一環として，「EC会社法指令」（EC　Company
Law　Directives）と称する法的措置によって進められてきた。周知のように，　EC会社法指令
は，EC設立の主要な目的であるEC域内における単一の共同市場創設の基礎的条件としての，加
盟国会社法の保護規定を調整することを目的としたものである。すなわち，会社法指令は，EC
加盟国間における人，財，サービスおよび資本の自由移動を促進するための基盤づくりの一つ
の柱として，一定の会社（後述の資本会社）にっき，社員（出資者）および第三者（債権者）の利益
を保護するために，加盟国の保護規定を同等にすることを目的として制定されたものである。
　この会社法指令のうち，特に会計事項を取り扱った指令は，「会計指令」（accounting　directives）
と呼ばれるが，そのなかでも会計基準の調和化という点で特に重要なものは下記の二つである。
＊3　Commission　of　European　Communities；Communication　from　the　Commission　to　the　Council
and　the　European　Parliament，　EU　Financial　Reporting　Strategy：the　way　forward．
13．06．2000．COM（2000）359　final．
＊4　次の拙稿を参照。「EC会社法指令とEUにおける会計基準の調和化」森川編著「会計基準の国際的調和化』
　白桃書房，1998年，7頁以下。「EUにおける会計・監査の調和化の展開」日本監査研究学会：EU会計・監
査制度研究部会編『EUにおける会計・監査制度の調和化」中央経済社，1998年，1頁以下。
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　（1）第4号指令「一定の会社形態の財務諸表」（1978年7月25日理事会採択）
　（2）第7号指令「連結財務諸表」（1983年6月13日理事会採択）
　これらの二つの会計指令は，EC域内における資本会社（「有限責任会社」を指す。具体的に
は，株式会社，株式合資会社，有限会社などを含む。）と企業集団の親会社に対して，出資者お
よび債権者の保護のために最低限必要な比較可能な会計情報（個別財務諸表および連結財務諸表）
を作成・公表させることを目的として，加盟国間で異なる会計規定を同等化することを企図し
たものである。
　このように，EC域内における会計基準の調和化は，単一の共同市場の創設（とその有効な運営）
を目指した「（域内）会社法調和化計画」の一環として，法的拘束力をもつ二っの「（会計）指令」
によって実行されてきたが，これから規制方法の面からみた特徴として，特に次の点を指摘し
ておきたい。すなわち，会計調和化の手段として，法的効力を有する「指令」が用いられてい
る点である。「指令」（directives）とは，名宛国たる加盟国宛に発せられる法的措置であって，
達成すべき結果について加盟国を拘束するが，その履行の形式および方法の選定については加
盟国の権限に委ねられるものをいう（EEC条約189条）。指令は，（閣僚）理事会がこれを採択し
て，加盟国に通告することによって発効し（同191条），それが加盟国の国内法に変換されたとき
に，対象となるすべての会社に対して拘束的になる。
　こうした法的措置の性格をもつ「指令」による規制（法律による規制方法）は，「証券取引
所」，「OECDなどの政治組織」あるいは「（IASCのような）関係者の自発的合意」など他の考え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊5られる方法に比べて，最も確実に会計基準を実務に移植する方法であるといえる。この規制方
法は，これまでも欧州大陸諸国で広く採用されてきたものであり，IASに対するEC会社法指令
の一つの主要な特質をなすものである。EC委員会のVan　Hulleによると，こうした指令による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊6会計調和化の企ては，世界的にみてもユニークであるといわれる。
　2．会計調和化の目的
　しかしながら，EC諸国における会計基準の調和化は，上述のように規制手段として法的拘束
力をもつ「指令」によっているが，Nobesのいうように，ここにいう「調和化」（harmonization）
とは，加盟国間の会計実務における差異の程度を制限することによって，その比較可能性を高
めるための一過程を意味するのであって，「統一化」（uniformity）ないし「標準化」（standardization）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊7のように，より厳格なかつ局限された一組の規則を強制することを意味するものではない，と
＊5Havermann，　Hans；IASC－Statemments　und　EG－Richtlinien．　Die　WirtschaftsprUfung，　Jg．
31，No．13，1978，　SS．366－367．
＊6　Van　Hulle，　K．；The　EC　Experience　of　Harmonisation：Part　2，　Accountancy，　October
1989，p．96．
＊7　Nobes，C．；Harmonization　of　Financial　Reporting，　in：Nobes，　C．　and　Parker，R．（edi－
tors）；Commparative　Intemational　Accounting，3rd．　edition，1991，　p．70，
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解される。このように，ECにおける会計の調和化は，「指令」に基づく成文法主義に立脚しなが
らも，特にEC加盟国間においてその歴史，制度，慣習などの面で相当の差異があることを考慮
に入れて，厳格な統一化ではなく，むしろ加盟国間の実務にみられる差異の度合いを制限する
ことにより，その比較可能性を高めるという意味での緩やかな「調和化」を主要な目的として
いるのである。この点に，EC会社法指令の目的レベルからみた重要な特質を見出すことができ
ると考えられる。
　上述のような「調和化」という意味でのEC会計指令の目的レベルの特質は，指令の規定関係
からも裏付けられる。ここでは，これについて特に下記の二点を示しておきたい。第一は，会
計指令には，すでに述べたように，加盟国の資本会社が比較可能な財務諸表（個別財務諸表およ
び連結財務諸表を含む。）を作成し，公表するように必要な最低限の要請が規定されているにす
ぎず，加盟国がそれ以上の厳格な追加的要請を定めることは，それらが指令の諸規定と両立す
る限り，妨げるものではないという点である。
　いま一つは，会計指令では，その最低限の規定においても，加盟国間には，特に法的構造，
事業慣習，あるいは税法などについてかなりの相違が存在しているという事実を勘案して，加
盟国立法選択権という形で，また個々の企業の経営状況の特殊性を考慮して，企業選択権とい
う形で表示方法と，計上方法・評価方法などの処理方法の両面にわたって選択権が広範に許容
　　　　　　　　＊8されている点である。このように会計指令で広範にわたり会計方法選択権が許容されていると
いう事実は，指令の目的が厳格な「統一化」にあるのではなく，緩やかな「調和化」（「同等化」）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊9にあることを如実に示すものであるといえよう。この点については，後に詳述する。
　3．会社法レベルの調和化
　上述の問題と関連して，ECにおける会計調和化は，特に会社法（商法）を基礎として，資本会
社の会計規定を同等化することを意図して展開されている点が注目される。商法ないし会社法
による会計規制は，本来，利害関係者のなかでも，特に現在の出資者（株主）および債権者に焦
点をあてて，彼らの利益の保護ないし出資者（株主）と債権者間の利害調整を目的として，特に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊1o情報開示と分配可能利益の計算の二つを主要な課題とするものである。したがって，会社法レ
ベルでの会計基準の調和化は，単に情報開示面だけではなく，分配可能利益計算面の調和化に
も及ぶことになる。実際，会計指令の基礎をなす前出の（個別財務諸表に関する）第4号指令の
内容をみると，分配可能利益（配当可能利益）の計算に関して資本維持の視点からの制約が課せ
＊8Ernst＆Whinney；The　Fourth　Directive：Its　Effect　on　the　Annual　Accounts　of　Companies
in　the　European　Economic　Community，1980，　p．4．
＊9　次の文献を参照。前掲拙稿「EUにおける会計・監査・・・…　　」3頁～4頁。拙稿「EUにおける会計
基準の調和化問題に関する再検討一特に『大陸型会計」と『英米型会計』の融合の視点から（1）」明大商学
論叢，79巻1・2号（1997年2月），60頁～61頁。
＊10拙著『制度会計の理論』森山書店，1988年，45頁以下を参照。
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られていることがわかる。ここでは，その典型として，国内法により資産計上された組織形成
費（formation　expenses）一これは，創立費，資本調達費および開業，拡張または組織変更に
関する費用を含めた包括的概念である（1975年「欧州会社法修正草案」157条）一および研究開
発費について，5年以内に償却することを要するが，完全に償却済でない場合には，分配可能
な準備金および繰越利益の金額が未償却額に満たない限り，利益の分配を行ってはならない（第
4号指令34条および37条）として分配制限が課せられている点を示しておきたい。このような分
配規制規定はEC会計指令の主要な特質の一つをなすものであり，　IASにはみられない点であ
る。EC会計指令のIASとの調和化問題を検討するにあたって，このことを見落としてはならな
いであろう。
III．指令の会計規定の特質
　1．「大陸型会計」と「英米型会計」
　本節では，EC加盟国における会計調和化の担い手である会計指令（第4号指令および第7号指
令）について，特に会計思考の視点から見た特質についてながめたい。
　周知のように，企業会計制度には，伝統的に「フランコ・ジャーマン型会計」ないし「大陸
型会計」（Continental　Accounting）と「アングロ・サクソン型会計」ないし「英米型会計」（Anglo
－Saxon　Accounting）という二つの源流がある。これら二つの会計システムの主要な相違は，私
見によれば，特に規制方式のレベルと会計思考のレベルの二面から対比的にとらえられる。す
なわち，大陸型会計は，規制方式に関しては，厳格な成文法主義の基盤の上に形成され，また
会計思考に関しては，債権者保護目的から資本維持を内容として配当可能利益（分配可能利益）
計算を重視し，いわゆる「財産法思考」に立脚している。したがって，ここでは特に保守主義
の原則（慎重性の原則）が優位を占め，適正開示の要請のもつウエイトは相対的に低いといえる。
このタイプの会計の背景には資本調達に関する間接金融方式の優位性が見出される。一方，英
米型会計は，規制方法に関しては，比較的緩やかな「慣習法主義」（コモンロー・システム）の
土台の上に形成され，また会計思考の面では，投資者保護目的から収益力に焦点をあてた情報
開示を重視し，「損益法思考」に立脚している。したがって，ここでは，特に適正開示の要請の
もつウエイトが高く，保守主義の原則の地位は相対的に低いことになる。この型の会計の背後
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊11には資本調達に関する直接金融方式の優位性が認められる。
　このうち，大陸型会計の系譜には，その名称からもわかるように，元来，ドイツ，フランス，
スイス，オ’ストリアなどの欧州大陸諸国の会計のほか，スウェーデン，日本などの会計が属
する。一方，英米型会計の系譜には，イギリス，ニュージーランド，アメリカ，カナダ，オー
＊11例えば，つぎの拙稿を参照。「国際会計基準への対応一ドイツ会計の視点から一」国際会計研究学会年
報1995年度，23頁～25頁。
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ストラリア，ニュージーランド，南アフリカあるいはオランダなどの諸国の会計が属する。
　　　　　　　　　　　　　＊12　別稿でも明らかにしたように，EC会計指令は，ドイツ，フランス，イタリアなどに代表され
る大陸型会計とイギリスなどに代表される英米型会計を接合したものであり，その諸規定の規
定には，これら二つの異質的な会計システムを主に情報開示の視点から融合しようとする企て
が見受けられるのである。この点を視野に入れて，ここで，EC会計指令の諸規定の主に会計思
考面からみた主要な特徴を整理しておきたい。
　2．会計指令の主要な特徴
　（1）　全般的特徴
　　　（a）　基本原則「真実かつ公正な概観」
　まず，最初に，第4号指令および第7号指令を貫く共通の特徴として注目に値するのは，財
務諸表および連結財務諸表作成の基本原則として，イギリス法上の「真実かつ公正な概観」（true
and　fair　view：TFV）の原則が採用されている（第4号指令2条3項，第7号指令16条3項）こ
とである。この基本原則は，それ自体，会計指令の象徴であり，それがよってたつ情報開示主
義の立場を表明したものである。
　周知のように，TFVは，元来，英米式の慣習法的な制度の枠組みのもとで形成された「包括
規定」ないし「一般条項」の性格をもつものであり，いわゆる「公正な会計慣行」への包括的
な白紙の委任を表明したものであると解される。この原則は，ドイツ商法の基本原則である「正
規の簿記の諸原則」（GoB）が本質的に法律規定の枠内で企業の実態に適合した情報開示を要求
すると解されるのに比べて，異質的な性格をもつものであるとみられる。このイギリス法上の
原則は，そのため，しばしば「形式よりも実質を優先する原則」であるといわれる。ただし，
TFVは，成文法主義にもとつく「指令」の枠組みのもとでは，指令自体にも明定されているよ
うに，その意義が限定されることに注意しなければならない。すなわち，（1）指令の諸規定の適
用がTFVを与えるのに十分でない場合には，追加的情報が開示されること（第4号指令2条4項，
第7号指令16条4項），および（2）例外的に，指令の規定の適用がTFVの開示義務と両立しない場
合には，当該規定からの離反が要求されることである（第4号指令2条5項，第7号指令16条5
項）。これらの二つの意義を有するという点で，TFVは，指令の個別規定の枠を越えて，企業の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　13経済的現実に適合した写像を明瞭に開示することを要請したものであると解されることになる。
　　　（b）　選択権の許容
＊12　拙稿「ECにおける会計調和化の方向と問題点一第4号理事会指令を中心として一」国際会計研究学会年
報　1984年度，78頁以下を参照。前掲拙稿「EUにおける会計基準の調和化問題・・・…　」57頁以下を
参照。
＊13　これらの点については，次の文献を参照。前掲拙稿「EC会社法指令と・・・…　」76頁。同「EUに
おける会計・監査・・・…　」5頁～6頁。同「EUにおける会計基準の調和化問題・・・…　」62頁～66
頁。Niehus，　R．　J．；Die　vierte　gesellschaftliche　Richtlinien－Harmonisierung　des　JahresabschlUs－
ses　von　internationalen　Hintergrund，　Die　WirtschaftsprUfung，　Jg．31．　Nr．17．1978，　S．468．
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　指令に含まれる第二の主要な特徴として，選択権（option）が広範に許容されている点を指摘す
ることができる。この場合，一口に選択権といっても，これには二つのタイプのものが含まれ
る。一つは，会計方法に関する選択権であり，表示方法選択権と処理方法（計上能力および評価
方法を含む）選択権との二つある。このうち，前者は，会計数値（利益数値など）には影響を及ぼ
さないために，しばしば形式的選択権（formales　Wahlrecht）と呼ばれる。一方，後者は，会計
数値に影響を及ぼすために，実質的選択権（materiales　Wahlrecht）と呼ばれる。
　いま一つは，その行使主体（加盟国か企業か）の視点からの選択権であり，加盟国立法選択権
（Gestzgebungswahlrecht）と企業選択権（Unternehmeswahlrecht）の二つがある。このうち，前
者は，特に加盟国間に存在する重要な制度や実務上の相違を考慮して許容されたものであり，
また後者は，個々の企業レベルの経営状況や会計処理などの特殊性を勘案して許容されたもの
　　　　　　　＊14であるといわれる。
　これらの選択権の広範な許容は，すでに一言したように，EC指令の目的が加盟国における会
計基準の「統一化」ではなく，その（緩やかな）「調和化」にあることを示すものであるが，そ
れは，同時に，この意味での指令の目的を実現する上で，特に次の二つの意義を有するものと
考えられる。第一に，選択権，特に加盟国選択権の許容は，二つの異なる会計体系に由来する
差異をも含む，加盟国間における会計基準の差異を調整ないし緩和することによって，EC域内
における会計の調和化を容易にするという効果をもたらすものと期待される。第二に，会計方
法選択権の容認は，指令において，大陸型会計の基礎にある成文法主義を採用する一方，その
枠組みのもとで，基本原則として導入したイギリス法上の「真実かつ公正な概観」が指向する
個々の企業の経済的現実に適合した開示要請を満たすために必要な措置としての役割を担うも
のとみられる。
　会計指令における広範な選択権の許容は，これらの二つの意味で，指令の基礎にみられる大
陸型会計と英米型会計という二つの異質的な会計体系をともかくも一つの会計制度に接合する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊15ためのいわば潤滑油としての意義をもつものととらえることができる。しかしながら，こうし
た広範な選択権の存在には，その反面，財務諸表の比較可能性を損ない，指令の意図するEC域
内企業の会計報告の同等化を達成することを危うくするような余地が含まれていることに留意
　　　　　　＊16する必要がある。指令では，このための矯正措置として後にみるような附属説明書の開示機能
が用意されているのである。
　　　（c）　附属説明書の開示機能
＊14＊15　次の前掲拙稿を参照。「EU会社法指令と・・・…　」76頁～77頁。「EUにおける会計・監査・・・…　」
6頁～7頁。「ECにおける会計調和化方向と・・・…　　」80頁～81頁。
＊16　Schmitz，　R．；Die　Bilanzrichtlinie　und　ihr　Beitrag　zur　Harmonisierung　der　Rechnungs－
1egung　in　EG－Staaten－Ein　Uberblick－，　Zeitschrift　fUr　Betriebswirtschaft，　Erganzungsheft，1／
1988，S．5．
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　第三の特徴として，会計指令では，財務諸表体系および連結財務諸表体系を構成する一要素
として，附属説明書（note　on　the　account）が採り入れられ，情報開示手段として重要な役割が
’付与されている点を挙げることができる（第4号指令2条1項，第7号指令16条1項）。従来，ド
イツ，フランスなど欧州大陸諸国の多くでは，附属説明書は正規の財務諸表（連結財務諸表）に
は含まれず，文字どおり，貸借対照表および損益計算書に附属（従属）するものという位置づけ
しか与えられていなかったが，指令では，附属説明書は貸借対照表および損益計算書と不可分
の一体をなすものとして，正規の財務諸表（連結財務諸表）に格上げされ，その重要性が強調さ
れているのである。
　附属説明書について，指令では，広範な説明義務が規定されている（第4号指令43条，第7号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊17指令34条）が，これらを整理すると，その機能はつぎの3点にまとめることができる。
（1）
（2）
（3）
貸借対照表・損益計算書項目の説明義務
指令で許容されている諸種の会計方法（表示方法および計上能力・評価方法を含む選択
権を含む）選択権の行使から生ずる原則的規定からの離反に関する情報（離反の旨，理由
および財務諸表に及ぼす影響等）の開示義務
特別規定が「TFV」を伝達するために十分でないとき，また場合により，当該規定から
離反しなければならないときに，詳細な説明を与える義務
　このうち，（1）は附属説明書の固有の説明機能であるのに対して，（2）および（3）は特別開示機
能に属するものとみられる。附属説明書は，この特別の開示機能をはたすことにより，上述の
ように，指令で広範な会計方法選択権が許容されていることをうけて，EC域内における財務諸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊18表（連結財務諸表）の比較可能性を保証するという役割を担うものと期待されているのである。
　また，（3）の特別開示義務は，その機能を通して，原則的規定からの離反の事実等を開示する
ことにより，個々の企業の経済的現実に適合した開示と会計報告の調和化という指令に内包さ
れる二律背反の要請を調整するという役割を担うものとみられる。これらの意味で，附属説明
書には指令の目的とする会計調和化の要請を実現するうえで重要な機能が付与されていると考
　　　　　　　＊19えることができる。
　　（2）第4号指令の特徴
　　　（a）財務諸表の開示機能の強化
　まず第一に，第4号指令において，上述のように会計報告に関する最優先の要請（overriding
requirement）として位置づけられたイギリス法上の「真実かつ公正な概観」の原則に基づい
＊17　Jonas，　H．H．；Die　EG－Bilanzrichtlinie：Grundlagen　und　Anwendung　in　der　Praxis　1980，
SS．202－203．　Albach，　H．　und　Klein，　G．（Hrsg．）；Harmonisierung　der　Rechnungslegung　in　Eur・
opa，1988，SS．198－199．なお，前掲拙稿「ECにおける会計調和化の方向・・・…　」84頁～85頁参照。
＊18＊19Jonas，　H．H．；a．aD．，SS．29－30．なお，前掲拙稿「ECにおける会計調和化の方向…　…」
85頁を参照。
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て，特に企業の経済的現実の開示に適合した措置が随所に採り入れられ，財務諸表の開示機能
が強化されている点が注目される。
　このような措置の主要なものとして，ここでは，特に以下の諸点を挙げておきたい。
　（1）評価の一般原則の一つとして，発生主義の原則が支持され，適正な期間損益の計算・開
　　示への指向が明確に表明されていること（注）（31条1項（d））。
　　（注）この原則は，1971年の原始草案では見受けられず，1974年の修正草案で新しく採用さ
　　れたものである。それは，特に「EEC会計士スタディ・グループ」（Le　Groupe　L’Etudes
　　des　Experts　Comptables　de　la　C．E．E．）の勧告に基づいて，（1973年1月に発足した）拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊20　　ECに参加したイギリスの実務慣行を斜酌したものであるといわれる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊21　　　なお，IASCの「財務諸表の作成表示に関する枠組み」（1989年）においても，「基礎的前
　　提」として，発生主義（accrual　basis）（22項）を継続企業（23項）とともに掲げている。
　（2）表示方法の継続性の要請（3条）とならんで，（評価の一般原則の一つとして）評価方法の
　　継続性の原則が明定されていること（31条1項（b））。いうまでもなく，この要請は，恣意的
　　な利益操作の余地を排除し，また財務諸表の期間比較性を保証するという点で，財務諸表
　　の開示能力を高めるために有用である。
　（3）（後述するような）固定資産または流動資産の評価減に関する「価値保持選択権」（Wert・
　　beibehaltungswahlrecht）が否認されていること（35条1項（c））（dd），39条1項（d））。・価値
　　保持選択権とは，固定資産または流動資産の評価減を行ったが，その後その原因が消滅し
　　たときにも，価額を回復させずに保持する可能性をいう。この選択権はかつて西ドイツ1965
　　年株式法で許容されていた（154条2項，155条4項）が，特に秘密積立金の設定をもたらすと
　　いう点で批判された。したがって，第4号指令におけるこうした価値保持選択権の否認（い
　　わゆる洗替法の適用）は，秘密積立金形成の可能性を排除し，財務諸表の開示能力を高める
　　のに役立つものであるといえる。
　（4）加盟国は，個別財務諸表においても，資本参加（participating　interests）一日本でいう
　　関連会社に対する投資を指す一を持分法（equity　method）で評価することを許容または強
　　制することが認められる（59条。第7号指令45条により改正）。いうまでもなく，持分法は，
　　被投資会社の純資産および損益のうち当該会社に帰属する部分の変動に応じてその投資の
　　額を毎期修正する方法であり，被投資会社の持分の変動を投資（投資株式）の評価に反映さ
　　せるところに利点がある。
　加えて，第4号指令では，評価について取得原価主義を基本原則として採用する一方で，特
＊20　Reydel，　A．；Harmonisation　du　Droit　des　Soci6t6s　dans　la　C．E．E．，Economie　et
Comptabilit6，　No108，　d6cembre　1974，　p．37．
＊211ntemational　Accounting　Standards　Committee（IASC）；Framework　for　the　Prepararation
and　Presentation　of　Financial　Statements，1989．邦訳参照。
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則として，その後の調整に至るまでという限定付ではあるが，加盟国選択権という形で，有形
固定資産および棚卸資産に関する取替価値法，インフレーション会計法，ならびに有形固定資
産および財務固定資産に関する再評価法が許容されている点を指摘しておきたい（33条1項）。
これらの評価方法はいずれも物価変動会計の系譜に属するものであり，特に物価変動のもとで，
企業の経済的実態により適合した開示を可能にするものであるといえる。ある文献によると，
これらの評価の特則のうち，取替価値法と再評価法に代表される評価法は，イギリス，アイル
ランドおよびオランダの基準設定機関が第4号指令の採択時（1978年）に積極的に現在原価会計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊22の採用を勧告していたという事実を反映したものであるといわれる（取替価値法はオランダの
実務で，また再評価法はイギリスやアイルランドの実務で用いられている）。なお，フランスで
も，会社法上，「自由再評価」（r66valuation　libre）が許容されてきた。
　上記の措置は，従来主に英米型会計の枠組みのもとで採用されてきたものであるが，それが，
「TFV」の要請の基礎のうえに，それを具現するための措置として指令のなかに採り入れられて
いるものである。
　　　（b）　資本維持の要請
　第二に，第4号指令では，他面において，慎重性の原則ないし保守主義の原則が評価の一般
原則の一つとして明定され，その見地から，主に資産の評価について，取得原価主義を基調と
しながらも，一連の低価評価措置が採り入れられ，一定の「擬制資産」項目に対する分配規制
と相侯って，債権者保護のための資本維持一名目資本維持への強い指向が見受けられる点が
われわれの目を引く。
　　　（ア）慎重性の原則
　　上述のように，第4号指令においては，評価の一般原則として，発生主義の原則や評価継
　続性の原則などの適正開示（fair　presentation）のための原則が採用される一方で，慎重性の原
　則ないし保守主義の原則（Grundsatz　der　Vorsicht，　conservative　basis）がその一つとして明
　文をもって規定されている（31条1項（c））。
　　ここでは，慎重性の原則は，特に収益ないし利益の認識に関する実現主義や潜在的損失の
　先取り計上を要求する原則として表明されており，分配可能利益（配当可能利益）の内輪の計
　上一資本維持のために有効な原則であるといえる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊23　　本指令では，この要請を具現する主な措置として，以下のような措置が規定されている。
　　　（イ）　資産の低価評価
　　　（1）固定資産について，低評価のための価値修正（評価減）が許容または強制されている
＊22Thorelle　，　P．　and　Whittigton，G．；The　Harmonization　of　Accounting　within　the　EU，Eu・
ropean　Accounting　Review，1994，　p．222．
＊23前掲拙稿「EUにおける会計・監査…
問題・・・…　　」68頁～69頁を参照。
…　　」9頁～10頁参照。同「EUにおける会計基準の調和化
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　こと。すなわち，①財務固定資産について，貸借対照表日現在それに附すべきより低
　い価値で評価するために，価値修正を計上することができる（35条1項（c）（aa））。②固
　定資産について，経済的耐用年数が限られているか否かをとわず，その減価が永続的
　であると予測されるときは，それに附すべきより低い価値で評価するために，価値修
　正を計上しなければならない（同項（bb））。
（2）流動資産について，低評価（評価減）が許容または強制されていること。すなわち，
①流動資産をより低い市場価格で評価するために，あるいは特別な場合に，貸借対照
　表日現在それに附すべき他のより低い価格で評価するために，価値修正を計上しなけ
ればならない（39条1項（b））。②加盟国は，合理的な商人の判断に基づいて，当該項目
　の評価額を近い将来価格変動により変更しなければならなくなるのを防ぐために，臨
　時価値修正の計上を必要とする場合には，これを許容することができる（同項（c））。
（ウ）　組織形成費等の早期償却
　　第4号指令によると，組織形成費，無形固定資産に属する研究開発費ならびに営業権につ
　いて，国内法が資産計上を許容している場合には，5年以内に償却しなければならない（34条
　1項（a），37条1項および2項）。ただし，営業権については，5年を超える期間にわたり組
　織的に償却することができる。この場合には，その期間が当該資産の経済的耐用年数を超え
　ないことを要する。
　　　（エ）　組織形成費等に係る分配制限
　　指令では，前記の（ウ）に関連して，資産計上した組織形成費および研究開発費について
　は，未償却残高がある場合には，相当額以上の分配可能な積立金および繰越利益が存在しな
　い限り，利益分配が禁止されると規定されている（34条1項（b））。この分配規制（配当規制）規
　定は，先にも指摘したように，EC会計指令の主要な特質の一つを示すものであるといえる。
　以上のように，第4号指令にみられる，慎重性の原則にもとつく保守的な各種資産の評価規
定および分配規制に代表されるような資本維持の要請は，元来債権者保護を指向する大陸型会
計を特徴づける基本的な特質の一つをなすものであり，それから受け継がれたものであるとみ
られる。
　　（3）第7号指令の特徴
　次に，連結財務諸表に関する第7号指令に含まれる主要な特徴として，下記の諸点を指摘す
ることができる。
　　　（a）　支配力基準の採用
　第一に，指令では連結範囲の基本的決定基準として，持株関係に基づく支配力基準が採用さ
れている。すなわち，指令では，連結義務を原則として，親子関係（垂直的関係）から規定して
いるが，それによると，当該企業が他の企業（子企業）の株主または社員であって，①議決権の
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過半数を所有している場合（持株基準）（1条1項（a）），②経営機関等の構成員の過半数を選任ま
たは解任する権利を有する場合（同項（b）），③契約または契約に従い支配的影響力を行使する場
合（同項（c）），④もっぱら議決権の行使の結果の結果として，当期中，前期中および連結財務諸
表作成時までに経営機関等の構成員の過半数を選任している場合（同項（d）（aa）），または⑤親企
業（子企業）の他の株主または社員との協定に従い単独で議決権の過半数を支配する場合（同項（d）
（bb））に，連結義務が課せられる。これらのうち①と②は，イギリスの従来の会計基準SSAP14
号（7項）等で採用されていたものである。また④は「事実上の支配」（de　facto　control）と呼ば
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊24れ，フランスの実務で認められていたものである。
　さらに，指令は，加盟国に対して，資本参加（投資）を有し，かつ（a）支配的影響を現実に行使
している場合，または（b）親企業および子企業が統一的基礎にもとついて経営されている場合に
は，連結義務を課す選択権を認めている（1条2項）。このうち（a）はフランスの実務を採り入れ
たものであり，また（b）は，ドイツで支配的な「統一的指揮」（einheitliche　Leitung）の基準に該
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊25当するものであり，ドイツの実務を加盟国選択権という形で考慮に入れたものである。
　以上のように，指令では，連結範囲の決定基準として，当時のアングロサクソンの実務を反
映した持株基準を中心としながらも，フランスでみられた「事実上の支配」や加盟国選択権と
いう形で採用されていた「統一的指揮」の基準をも考慮に入れた支配力基準が採り入れられて
　　　　＊26いるのである。このような限定された意味での支配力基準の導入の背景には，IAS第3号「連結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊2ア財務諸表」（1976年6月）（39項）の影響が見受けられるように思われる。
　　　（b）　「中間親企業」の作成義務免除
　第二に，本指令では，連結免除および連結除外についても，選択権（加盟国選択権および企業
選択権を含む。）の形で種々の弾力的な措置が容認されている。そのなかでも，国際的調和化の
見地から重要であるとみられるのは，EC域外企業を親企業とする「中間親企業」（親企業であ
り，かつ同時に子企業でもある企業を指す。）について加盟国は上位の企業集団の連結財務諸表
（上位連結財務諸表）が第7号指令に準拠して作成されているか，またはこの指令に準拠して作
成された連結財務諸表と同等に作成されていること等の条件が満たされている場合には，連結
財務諸表（下位連結財務諸表）を作成する義務を免除することができる旨の特則が設けられいる
点である（11条1項（b））。特に後者の「同等性」（equivalence）の概念は，開示費用の節約という
＊24McKinnon，　S．　M．；The　Seventh　Directive：Consolidated　Accounts　in　the　EEC，1984，
pp．35－36．
＊25　Biener，　H．　und　Schatzmann，　J．：Konzernrechnungslegung，1983，　S．6．　McKinnon，　S．
M．；op．cit．，p．38．なお，次の拙稿を参照。「EC会社法指令と・・・…　」79頁～80頁。「EUにおけ
　る会計・監査・・…　　」10頁～11頁。
＊26　関西学院大学会計研究室編『連結会計基準の国際比較』中央経済社，1993年，49頁を参照。
＊27　黒田全紀著『EC会計制度調和化論』有斐閣，1989年，189頁～190頁を参照。
＊28Thorell　P，　and　Whittington，　G．；op．cit．，p220．なお，前掲拙稿「EUにおける会計・監査……」
11頁を参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊28明白な利点を与えるので，国際的調和化を推進するうえで有効であるといわれる。この場合，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊29「同等性」の判定ないし確認基準の明確化は加盟国に委ねられうことになる。
　　　（c）　資本連結の方法
　第三に，指令では，全部連結を原則とし（18条および22条），連結手続きの中心をなす資本連
結（親企業の投資とそれに対応する子企業の自己資本の相殺）の原則的な方法として，世界的に
　　　　　　　　　　　　　　＊3o広く受け入れられている英米の実務一いわゆる「パーチェス法」（purchase　method）が採用
されている。これは，ドイツでは，「取得法」（Erwerbsmethode）ないしは「純粋アングロサク
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊31ソン法」（echte　angelsachsische　Methode）とも呼ばれる。
　　　（ア）　簿価法と評価替法
　さて，指令では，資本連結の方法として，二つの方法を規定している（19条1項）。一つは「簿
価法」（Buchwertmethode）と呼ばれる方法であり，いま一つは「評価替法」（Newbewertungsmeth－
　　　　　　　　　　＊320de）と呼ばれる方法である。このうち，簿価法によると，親企業の投資と子企業の自己資本の
相殺は，当該子企業が最初に連結される日における帳簿価額を基準として行う。これが指令に
　　　　　　　　　＊33おける標準的方法である。この場合，相殺消去差額は，連結貸借対照表上，その帳簿価額と異
なる価額を有する項目にできる限り振り替える（注）（同項（a））。
　　（注）簿価法は，本指令29条に定める「統一的評価方法」（これについては下記の（d）を参照）
　　を前提としており，これに従って，帳簿価額の修正を行う。これが行われない場合には，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊34　　評価替えが行われることになる，といわれる。
　一方，評価替法は，加盟国選択権に基づいて許容または要求されるものである。これによる
と，親企業の投資と子企業の自己資本部分の相殺は，株式（ないし持分）の取得日またはその取
得が二回以上にわたる場合には，当該企業が子企業になった日において識別可能な資産および
負債の価額を基準にして行う（同項（b））。
　これら二つの処理方法は，資本連結を子企業の最初の連結時点または株式の取得時点におい
て行う点で共通している。そのため，指令の採用する資本連結法は「取得時連結」（Erstkonsolidier－
ung）とも呼ばれる。ここに，この方法の一つの特徴が見出される。この資本連結法は，親企業
は子企業の株式の取得時に単にその資本に対する持分だけでなく，個々の資産および負債を取
　　　　　　　　　　　　　＊35得するという擬制に基づいている。この方法が「パーチェス法」あるいはドイツで「取得法」
と呼ばれるのもそのためである。
＊29　Biener，　H．　und　Schatzmann，　J．；a．a．0．，　S．21．
＊30　Biener，　H．　und　Schatzmann，　J．；a．a．0．，　S．35．
＊31v．　Wysocki，　K．　und　Wohlgemuth，　M．；Konzemrechnungslegung，2．　Aufl，1989，　S．95．
＊32　Biener，　H．　und　Schatzmann，　J．；a．a．0．，　S．36．
＊33　v．Wysocki，　K．　und　Wohlgemuth，　M．；a．a．0．，S．108．
＊34　Biener，　H．　und　Schatzmann，　J．；a．a．0．，　S．36．
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　この擬制に基づくと，子企業から受け継がれる個々の資産および負債項目の帳簿価額を基礎
にするのではなく，その「調達価値」（Anschaffungswerte）一つまり「公正価値」（fair　value）
　　　　　　　　　　　　＊36を基礎にした処理が適当である。こうしたパーチェス法の主旨からみると，上述の二方法のう
ち，指令で標準的方法とされている簿価法よりも，評価替法のほうがより適合しているとも考
えられる。もっとも，指令では，簿価法の場合にも，さきに注意を喚起したように，統一的評
価方法にもとつく帳簿価額の修正が予定されている。
　　　（イ）　相殺消去差額の処理
　指令では，簿価法または評価替法の適用による消去差額（連結差額）は，連結貸借対照表上，
適当な名称を付した独立科目として記載する（同条1項（c））。借方消去差額は原則として暖簾と
して計上する（30条1項）。そして，第4号指令34条1項を準用し，原則として5年以内に償却す
ることを要する（4号指令37条1項）。
　一方，貸方消去差額は，それが株式取得日に予測された当該企業の将来の業績悪化等に対応
する場合，または実現利得に対応する場合には，当期損益に計上することができる（31条）。
　このように，指令では，投資消去差額は，借方差額の場合にも，また貸方差額の場合にも，
損益作用的に処理されることになる。こうした投資消去差額の損益作用的処理が採用されてい
る点に，指令における資本連結手続，つまりパーチェス法のいま一つの特徴が認められる。
　　　（ウ）　ドイツ型資本連結との比較
　ところで，ドイツでは，従来，1965年株式法331条1項により，資本連結の原則的方法とし
て，「決算日法」（Stichtagsmethode）一「ドイツ法」ともいう一が規定されていた。そのほ
か，「修正アングロサクソン法」（modifizierte　angelsachsische　Methode）も許容されるものと
　　　　37解釈された。決算日法は，投資の帳簿価額を各決算日の自己資本に対する持分額と相殺する方
法である（「決算日連結」（Stichtagskonsolidierung））。また，修正アングロサクソン法は，投資
の帳簿価額を取得時点の自己資本に対する持分額と相殺する方法である（「取得時連結」）。この
点で，この方法は上記のパーチェス法と共通性がみられる。そのいずれの方法でも，連結差額
は償却されないので，各年度の連結損益は影響されない。そのため，これらの方法は損益中立
的であるといわれる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38　このうち，決算日法は適用が簡単であるという利点を有するが，企業集団の財政状態および
経営成績の適正開示の面では重要な制約を受けざるをえない。まず，財政状態について，決算
日法では，投資と各決算日における自己資本部分の相殺により生じる連結差額は，連結貸借対
照表上，「借方連結調整項目」または「貸方連結調整項目」として一括計上されるが，この項目
＊35＊36v．　Wysocki，　K．　und　Wohlgemuth，　M．・a．a。0．，S．107．
＊37＊38v．　Wysocki，　K．　und　Wohlgemuth，　M。，a．a．0．，S．93　und　S，104．　Biener，　H．　und
Schatzmann，　J．；a．a．0。，　S．35．
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は「混合数値」（eine　Mischgr6Be）であり，金額だけでなく，その性格も変化するため，’ごくわ
　　　　　　　　　　　　　　＊39ずかな開示能力しかないのである。この方法のもとでは，例えば，取得時点において，借方調
整項目が下位会社の秘密積立金や高い収益価値の代償から生じたが，それ以後の年度には下位
会社の利益蓄積によって減じられ，全額償却の後さらに利益が蓄積されたときには，貸方連結
調整項目が計上されることになる。この場合，連結調整項目は投資の取得によって顕在化した
秘密積立金と取得時点以後に蓄積された下位会社の公示積立金の残高を示すにすぎないのであ
＊40
る。
　次に，経営成績の面では，決算日法は，連結貸借対照表に計上された上記の連結調整項目に
つき，その後の年度に償却などの損益作用的処理を予定しておらず，その開示能力に限界があ
るとみられる。
　修正アングロサクソン法は，取得時連結を採り入れているために，前者の意味での制約は免
れるが，後者の意味での制約は受けざるをえない。
　上述のような第7号指令における資本連結手続（パーチェス）は，こうした従来のドイツの実
務にみられた情報開示面での限界を克服しようと企てたものであるといえる。すなわち，この
資本連結法は，まず，投資と当該投資に帰属する自己資本部分の相殺を投資（持分）の取得時点
で行う（「取得時連結」）という点で，従来のドイツ法ないし決算日法と異なる。また，この方法
は，資本連結を損益作用的に行う一つまり，連結損益はその後の年度における連結処理によ
って影響される（「損益作用的資本連結」）という点で，決算日法，および修正アングロサクソン
　　　　　　　　＊41法と異なるのである。そのため，この資本連結法は，ドイツ文献で「損益作用的取得時連結法」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊42（Methode　der　erfolgswirksamen　Erstkonsolidierung）として特徴づけられ，企業集団の財政
状態および経営成績に対する概観の改善一連結財務諸表の開示能力を高めるのに資するもの
　　　　　　　　　　　　＊43であると評することができる。
　このような資本連結の原則的方法としての「パーチェス法」（「純粋アングロサクソン法」）の
採用は，前出のIAS3号「連結財務諸表」，さらにそれを発展させたIAS22号「企業結合の会計処
理」（1983年11月）を考慮に入れたものであると解される。
　なお，指令では，加盟国選択権という形で，親企業の投資の評価をそれと対応する子企業の
資本の割合だけと相殺消去する処理を一定の条件（90％以上の株式（持分）の所有等）を満たした
場合に限り，許容または要求することができる（20条1項）として，「持分プーリング法」（pooling
of　interests　method）を容認している。
　　（d）　統一的評価原則
＊39＊40v．　Wysocki　，　K．　und　Wohlgemuth，　M．；a．a．0．，　SS　．　103－104．
＊41＊42v．　Wysocki，　K．　und　Wohlgemuth，　M．；a．a．O．，SS．106－107．
＊43例えば，次の文献参照。Bertsch，　A．；Rechnungslegung　von　Konzernuntemehmen，1995，　S．189．
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　第四に，第7号指令29条には，連結財務諸表の作成に関し適用すべき評価の基本原則として
「統一的評価原則」（Grundsatz　der　einheitlichen　Bewertung）が明示されている。これによる
と，まず，（1）連結に組み入れられる資産および負債は，統一的方法に従って評価し，かつ第4
号指令の評価規定（31条～42条および60条）に準拠して評価しなければならない（29条1項）。つ
いで，（2）連結財務諸表の作成企業は，自己の個別財務諸表に適用するものと同一の評価方法を
適用しなければならない。ただし，加盟国の選択により，これと異なる評価方法でも，前記の
第4号指令の諸規定に準拠する限り，附属説明書に離反の旨と理由を開示することを条件とし
て，連結財務諸表に適用する旨を許容または要求することができる（同条2項（a），（b））。さら
に，（3）連結に組み入れられる資産および負債が子企業により連結に適用されるものと異なった
方法により評価されている場合には，当該資産および負債は，重要性の乏しいときを除き，連
結に適用される統一的方法に従って評価替えしなければならない（同条3項），と規定されてい
る。
　これらのうち，（1）の要請は，連結財務諸表は経済的単一体としての企業集団の実態を適正に
開示するという目的理念から導き出されるものである。また，（2）の加盟国選択権の付与は，国
際的企業がIASなどの国際的会計基準に準拠した連結財務諸表を作成するための道を開くもので
　　　　＊44あるといえる。さらに，（2）のただし書きおよび（3）の措置は，指令では，従来のドイツ株式法
（1965年法）で採用された「個別財務諸表の連結財務諸表に対する基準性の原則」（Grundsatz　der
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊45EinzelabschlUsse　fUr　den　KonzernabschluB）（331条1項1号）が廃止されたことを示すものと
して注目される。
　　（e）　持分法の適用等
　最後に，第7号指令では，前出の基本原則「TFV」の要請（16条3項）を基礎にして，連結に
組み入れられない関連企業に対する投資（資本参加）の評価について持分法（equity　method）の適
用を強制し（33条1項および2項），また連結対象資産について税法目的のための特別価値修正
（臨時償却や評価減）が行われた場合に，原則として当該価値修正の影響を除去した後にのみ連
結財務諸表に記載することを要求する29条5項）（ただし，この場合，加盟国選択権という形で
例外的措置が容認されている）など，個別財務諸表においてはみられないような情報開示機能を
高めるための措置が採り入れられている。その理由は，連結財務諸表は配当可能利益や課税所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊46得の計算など分配規制面からの制約を受けないためであると考えられる。
＊44黒田全紀　前掲書213頁を参照。
＊45　Biener，　H．　und　Schatzmann，　J．；a．a．O．，SS．46－47．
＊46前掲拙稿「EUにおける会計・監査・・・…　　」13頁を参照。
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　以上，EC域内における会計調和化のための重要な担い手として制定された会社法会計指令一
第4号指令および第7号指令の主要な内容について検討した。これからもうかがわれるように，
これらの会計指令は多分に加盟諸国の実務や制度の多様性ないし異質性を反映しており，本質
的に「英米型会計」と「大陸型会計」という二つの異なるアプローチの折衷ないし妥協として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊47の性格を有するものであるとみることができる。会計指令で加盟国レベルおよび企業レベルで
の選択権が広範に認められているのも，会計指令のもつこのような性格を認めたうえで，それ
らが加盟諸国の制度や実務に円滑に移植するための潤滑油としての役割が期待されたためであ
ると考えられえる。
　こうした会計指令に内包される折衷的・妥協的な性格は，個別財務諸表（財務諸表）に係る第
　　　　　　　　　　　　　　＊484号指令により明確に見受けられる。いうまでもなく，個別財務諸表は情報開示機能と分配測
定機能を有する。一般に，英米型会計の流れを汲む諸国では，もっぱら情報開示機能が優先さ
れ，分配測定機能は稀薄である。この傾向はIASにも認められる。一方，大陸型会計の系譜に属
する諸国では，これら二つの機能のうちで分配測定機能が重視される傾向にあるが，連結財務
諸表については，分配測定機能から解放され，もっぱら情報開示機能が問題になる。これは，
国際資本市場向けの情報として特に重要である。
　さて，第4号指令では，財務諸表の機能に関して，「真実かつ公正な概観」（TFV）の要請を基
軸に据えて情報開示機能を充実させるための措置を随所に採り入れる一方で，会社法規制の一
環であるという性格をも反映して，分配測定機能も考慮して，保守主義の見地から広範な資産
低価評価などの措置や一定の「擬制資産」に対する分配制限措置などを組み込むことにより，
資本維持に配慮するという形で，二つの異なる会計システムの接合が企てられているとみられ
る。第4号指令は，このように折衷的な性格をもつところから，選択権の存在を前提とし，し
かもその行使について附属説明書に適切に開示されるとすると，EC域内において流通する会計
情報の比較可能性と同質性の確保という意味での会計調和化の目的を少なくともかなりの程度
達成する可能性をもつものと期待できる。しかし，同時に，この指令による会計調和化は，EC
域内の調和化にとどまり，それを越えた真に国際レベルでの調和化一IASを中心とした国際的
会計基準への適合という点では，重大な限界を有することを認めなければならないであろう。
＊47例えば，次の文献を参照。Van　Hulle，　K．；L’Harmonisation　Comptable　Europ6ene：Une　Nouvelle
Strat6gie　au　Regard　de　L’Harmonisation　Internationale，　Revue　Franqaise　de　Comptabilit6，
No．275，1996，pp．30－31．
＊48＊49　たとえば，次の文献を参照。Van　Hulle，　K．
pp．30－31．
・L’Harmonisation　Comptable　Europ6ene……，
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　一方，連結財務諸表に係る第7号指令は，分配測定機能の制約を受けないために，連結レベ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊49ルで二つの異なる会計システムを接合することは比較的容易であるといえる。事実，この指令
では，さきにも指摘したように，基本原則「TFV」に立脚し，やはり多数の選択権を採り入れ
つつも，連結範囲，資本連結など主要な問題に関し，IASとの整合性にも考慮が払われ，企業集
団の経済的実態に適合した情報開示への指向がより明確に見受けられるのである。そのため，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊50この指令は主要な規定においてイギリスの実務に類似するものといわれる。したがって，第7
号指令は，資本調達のグローバル化の進展という経済環境のもとで，選択権の行使についての
情報開示が適切に行われるとすると，EC域内における連結レベルでの調和化にとどまらず，さ
らに広く国際標準との調和化にも適合する可能性をも有するものであるといえるかもしれない。
　しかしながら，問題がないわけではない。　それは，さきにもみたように，第7号指令で，
連結財務諸表に記載される資産および負債は，第4号指令の評価規定（31条～42条および60条）
に準拠すべきことカ！要求されている（29条1項）からである。この規定に従えば，連結財務諸表
も，個別財務諸表と同様に，第4号指令の評価基準（このなかには一部計上基準も含まれる。）を
適用して作成されなければならないのである。この点で，会計指令による連結規制のもつ国際
的調和化の機能には限界が認められる。この問題には後に言及したい。
　2．　会計指令の履行
　さて，第4号指令および第7号指令は，1981年以降，EC加盟諸国（加盟国12力国）で国内法化
され，実務に移植されている。まず，第4号指令についてみると，1981年のデンマークおよび
イギリスを皮切りに，1991年のイタリアを最後にして国内法化が完了した。また，第7号指令
については，1988年のフランスを筆頭にし，1990年のアイルランドを末尾にして国内法化が完
了した。
　このようにして，二つの会計指令は，加盟国により時期の点でバラツキがみられたが，遅く
とも1992年には国内会計基準のなかに移槙され，各国の会計制度の骨格を形成するに至った。
そして各加盟国の会社の財務報告に重要なインパクトを与え，その改善をもたらしたのである。
しかしながら，EC域内において流通する会計情報の比較可能性と同質性の確保という会計指令
の目的からみると，指令の国内法化にはいくつかの看過しえない問題が含まれていることもま
た認めなければならない。ここでは，その主要なものとして以下の諸点を示しておきたい。
　第一は，会計指令に含まれる多くの選択権一加盟国選択権と企業選択権の両者を含む一
の変換に伴う問題である。上述のように，これの選択権は加盟諸国の制度や実務の多様性ない
し異質性を認めたうえで，指令の各国への変換を円滑にするための潤滑油として許容されたも
のであるが，特に加盟国選択権についてその行使の仕方が加盟国により一とりわけ英米型会
計の国と大陸型会計の国とでは一異なるために，表示方法および測定方法を中心に依然とし
＊50　Nobes，　C．；Accounting　Harmonization　in　Europe：Progress　and　Prospects，1992，p．106．
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　　　　　　　　　　＊51て相当の相違がみられる。また，企業レベルでみても，各企業により選択権の行使が異なる意
図で行われるために，異なる質の情報が算出されざるをえず，財務情報の比較可能性は必ずし
も保証されるとはいえない状況にある。その意味では，多くの選択権の存在は指令の調和化目
的からみて両刃の剣としての側面をもつのである。
　確かに，さきにも指摘したように，指令では，選択権の存在を前提として，それが行使され
た場合には，附属説明書で，原則的規定からの離反の情報を開示させることにより比較可能性
が損なわれないようにする仕組みが用意されているが，選択権の数があまりにも多く（第4号指
令では合計76，第7号指令では合計約50の選択権が存在する。），しかもその行使の仕方がかなり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊52多様であることを考えると，そのような仕組みには限界があることを認めなければならない。
　第二は，会計指令の基本原則をなす「TFV」の要請の国内法化に伴う問題である。すでに別
　　　　　　　　＊53稿で詳説したように，この基本原則は，イギリス会社法に由来し，情報開示指向として特徴づ
けられる英米型会計のシンボルであるが，その国内法化に関して，まず，各加盟国では，それ
ぞれ独自のニュアンスを持つ用語に翻訳された（例えば，ドイツでは「事実関係に適合した写
像」（ein　den　tatsachlichen　Verhalttnissen　entsprendes　Bild），フランスでは「忠実な写像」
（image　fid61e）と訳出された。）という問題が見出される。さらにそれ以上に重要な問題は，特
にドイツ法（商法）では，この原則の機能について，（例外的な場合に）指令の規定の適用がこの
要請と両立しないときには，それからの離反を要求するという規定（強制規定）（第4号指令2条
5項，第7号指令16条5項）は採用されず，法規定への準拠はTFVの提供を保証する旨が依然と
して想定されていることである。したがって，この点に関する限り，ドイツの実務はこの基本
原則の導入によりあまり影響を受けないものとみられる。そのため，ドイツは「実質のないTFV
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊54の形式」を有するという批判を受けることになるのである。
　さらに，いま一つの問題として，会計指令（第4号指令）では，その公表の前後から実務上提
出されてきた多くの会計問題一たとえば，リース，年金，繰延税金，国庫補助金，長期請負
工事あるいは年金やキャッシュフロー計算書など一が取り扱われていないことを指摘するこ
　　　　＊55とができる。こららの会計問題は総じて情報開示の視点から提起された問題であり，その多く
は英米の会計実務では比較的早くから採用されていたが，ドイツやフランスなどの大陸型会計
の国では未解決の問題であった。したがって，会計指令の国内法化が完了したとしても，加盟
諸国における会計の調和化には制約が伴わざるをないのである。
　上述のように，会計指令の加盟諸国の関係立法への変換によって，確かに，EC域内における
＊51Nobes，　C．：op．cit．，p．109．　Thorell，　P．　and　Whittington，　G．；op．　cit．，p．222．
＊52前掲拙稿「EC会社法指令と・・・…　　」83頁参照。
＊53　前掲拙稿「EUにおける会計基準の調和化問題・・・…　　」63頁～67頁を参照。
＊54Nobes，　C．；op．cit．，pp．106．なお，前掲拙稿「EC会社法指令と・・・…　」83頁～84頁を参照。
＊55Thorell，　P．　and　Whittington，　G．；op．cit．，p．222．　Van　Hulle，　K．；op．　cit．，pp．34－36．
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会計基準はかなりの程度調和化され，域内企業の財務諸表の比較可能性は従来にくらべて著し
く改善された。しかしながら，さきほど述べたように，会計指令に含まれる多数の選択権につ
いての行使の状況，基本原則についての加盟国間でみられる変換の仕方，さらには会計指令で
明定されていない諸問題についての加盟国の実務における取り扱いなどの相違をみると，会計
指令で意図するEC域内レベルでの会計調和化目的はいまだ十分に達成されているとはいいがた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊56い状況にあることも知らなければならないであろう。
　最後に，その後の新しい展開にみられる連結財務諸表レベルでの国際的調和化の問題に触れ
ておきたい。周知のように，1990年代になると，EC域内の国際企業のなかには，ニューヨーク
証券取引所（NESE）を中心とした国際資本市場から資本調達するために，US－GAAPあるいはIAS
に準拠した連結財務諸表を作成・公表する企業が続出し，それに伴って二組の連結財務諸表（国
内基準に準拠した財務諸表と国際基準に準拠した財務諸表）の作成による企業側での超過費用負
担などの問題が生じた。これらの問題への対応として，EU内の関係文献においては，連結財務
諸表について，第7号指令に準拠する限り，個別財務諸表から切り離してもEUとしてこれを承
認するという見解がみられたが，しかしこうした見解は，さきに紹介したような，第7号指令
第29条1項にいう連結会計上の資産および負債の評価（および計上）は（個別財務諸表に関する）
第4号指令の評価規定へ準拠すべしという要請に基づく限り，導き出すことはできないのであ
＊57る。すでに言及したように，この評価規定の基礎には大陸型会計を特徴づける資本維持の要請
が見出されるのである。したがって，グローバリゼイションの一層の進展の中で，EU国際企業
の資本調達に伴うこの種の問題や，さきに指摘した諸問題の解決をはかるためには，やはり会
計指令（第4号指令および第7号指令）自体の改正が必要となるのである。IASに代表される国際
標準への準拠という意味での国際的レベルの調和化の視点からみると，やはり現行の会計指令
には重要な限界が認められるのである。
＊56Van　Hulle，　K．；op．　cit．，p．34．なお，前掲拙稿「EC会社法指令と・・・…　　」84頁を参照。
＊57Zitzelsberger，　S．；Ist　die　4．　EG－Richtlinie　noch　ZeitgemtiB～，　Die　WirtschaftisprUfung，　Jg．
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